





























配全賦額 配一賦部 せ配ず賦 配全賦額 配一賦部 配せ賦ず 配全賦額 一配賦部 せ配賦ず 配全賦額 一配賦部 配せず賦
57% 23% 20% 49% 15% 36% 43% 21% 36% 48% 21% 31% 


























































































ある企業が広域電話サービス（WideArea Telephone Service）を， 100時間
の利用予定で，月額$3, 800でリース契約すると仮定する。なおこのサービス
は，通話の都度料金を払うことなしに米国内のどこへでも自由に通話可能であ
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1. 各部門マネジャーに対して間接費の存在を知らせ， 1. 48 82 90% 
それを回収するのに充分な収益を挙げなければな
らないことを理解させるため
2. 各部門の利益合計額が全社利益となるように，部 1. 94 52 57% 
門利益を全社利益に関係づけるため
3. 配賦方法が，共通サービスの各部門の利用高を適 2.12 59 65% 
正に反映しているため
4. 本部マネジャーに対して，サービス原価をコント 2.33 42 46% 
ロールするように圧力をかけることを，部門マネ
ジャーに促すため
5. 不完全利用の本部サービスの利用を促すため 3.05 21 23% 
6. 州税や地方税を最小にするため 3.14 7 8% 
回答会社により追加された理由
。本社費及び利益に対する事業部貢献額をより良く決 1 1% 
定するため
。各事業部の業務原価の真実の値を提供するため 1 1% 





1. 間接費は個々の部門に関連がないので，その配賦 1. 27 26 79% 
は怒意、的となり各部門の報告利益を査めるため
2. 部門マネジャーは，管理不能費を課されることに 1. 86 22 67% 
反対するため
3. 間接費は少額で部門の報告利益に大した影響を与 2.38 8 24% 
えないため
4. 部門マネジャーが配賦方法に同意しないため 2.60 6 18% 








































R…収益， P…価格， X…生産量， S…スタッフについての支出， E…環境






V=U(S，πー π。－T）………...・ H ・－－………...・ H ・－－…...・ H ・...・ H ・（1)
これを変形すると
V=U[S, (1-t) (R-C-S-T）ー πJ………...・ H ・－－……...・ H ・－ω
そこでこれを最大化するには，（2）式をXとSについて偏微分して0とおくこ
とにより，得ることができる O
aR aC ・・・（3)ax-aX 
aR -U1 +(1-t) U2 ・（4)aS -
(U1・ ・UO) Sに関する一団分 ） 
U2…（1-t)(R-C-S-T）ー π。に関する一次偏微分／
また（4）式は，次のように変形できる
aR 1 nl 














表わすと X=JCめとなる O そこで、最適生産量文が選択されているなら








































































カ レ ツ 建物数 学生数 講座数
1 14 50 125 
2 10 30 100 
3 6 20 75 




カ レ ツ 建物数 学生数 講座数
1 $ 280 $ 300 $ 250 
2 200 180 200 
3 120 120 150 






利益額， Xu・・・ベー スjによる iカレッジへの配賦原価
制約条件
200-Ei十yt-Yi=O
280 x, l十300X,2十250X13=E1 
























京電 収 益 $ 200 $ 200 $ 200 
配賦間接費（Ei) 250 200 150 




































価格設定方法 ｜度数｜ % ｜度数｜ % 
1. 変動製造原価の% 11 
）変動費基準2. 総変動費の% 30 6 84 17 
3. 総製造原価の% 168 33 
4. 総製造原価と他の変動費の% 41 8 
5. 総原価の% 208 41 
6. 無回答 4 1 





























アンケートに予め示した理由 平均順位 度数 比率
1. 各製品の価格で間接費の公平な負担分を回収する 1. 48 56 85% 
ため
2. 製品マネジャーに対して間接費が存在しそれを 1. 78 50 76% 
製品価格により回収せねばならないことを知らせ
るため
3. 配賦方法は各製品の共通費負担分を適正に反映す 1. 85 40 61% 
るので，それを価格に含まねばならないため
4. 価格は政府により決定され，そこには間接費配賦 1. 89 19 29% 
が要求されるため







1. 価格はマネジャーの能力を越えた市場の力により 1. 39 28 67% 
決定されるので，原価配賦は関係ないため
2. 配賦は洛意、性が伴なうため，全部原価は価格設定 1. 61 18 43% 
の信頼しうる基準とならないため
3. 製品マネジャーは自身の製品の価格を自由に設定 1. 75 8 19% 
できるので，限界利益が直接費ばかりでなく間接
費の回収にも適切なため























































































(3) J.お1.Fremgen & S. S. Liao, The Allocation of Corporate Indirect Costs (N. 
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(7）例えばホーングレンも，これと類似した方法をとっている。 C.T. Horngren, Cost 
Accounting A managerial Emρhasis (N.].: Prentice-Hall, Inc. 5th ed., 1981), p. 476. 
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同 J.L. Zimmerman, Ibid, p. 512. 
同 「長期限界原価とは，企業が，工場の規模を変化させたことにより生じる生産量の
変化に対して，充分適応できる時聞が与えられるなら，その生産量のー単位の変化に
より生じる原価総額の変化をし、う。jR.H. Leftwich, The Price System and Resource 
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